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第 1章 序論

1.1 背景

近年の宇宙開発は、月や火星への有人探査を目指す計画が現実味を帯びてきた。有人
探査を行うには、対象惑星の環境を把握する必要があり、現在、多くの探査機や人工衛
星を送り込む科学探査が計画されており、実際に探査機を送ったミッションもある。(直
近では、JAXAの「SLIM」[1] NASAの「OSIRIS-REx」[2] などがある。)その様々な計
画の中でも、宇宙科学研究所が 1980年代から研究開発を行っており、ペネトレータを
使った日本の独自性が高いハードランディング計画に興味を持った。
月・火星に着陸する際に用いられる方法として、ソフトランディングとハードラン

ディングの二通りの方法がとられている。ソフトランディングは、十分に減速してから、
着地時の衝撃を和らげて安全に着陸する方法であるが、ハードランディングは減速をあ
まり行わず探査機を惑星にぶつけるようにして着陸させる方法である。ハードランディ
ング方式の一種であるペネトレータは、ソフトランディングと比較して、全体重量を削
減できること、到達困難地域 (Unmanned-Place)に観測機器を無人で設置できること、
複雑なソフトランディングシステムによる工学的リスクに比べ低リスクで設置可能など
のメリットがある。しかし、デメリットとして探査機を惑星表面に衝突させることから、
非常に高い衝撃性を有す着陸であり、搭載機器を安全に着陸させるための技術的ハード
ルが高いことがいえる。このような特徴からも、日本の LUNAR-A計画 [3] や海外では
DS-2ミッション [4]などでペネトレータを使用した月・火星ミッションが準備された
が、これまで、観測・探査が成功した例はない。しかし、これらの計画は 20年以上前の
計画であり、現在は、電気電子回路技術等も発達したことでシステムとして成熟してお
り、ペネトレータを惑星・衛星探査に再び使用する価値は大きく高まっている。著者が、
本研究に取り組むきっかけとなった出来事は、修士１年次に、第６４次南極地域観測隊
(Japanese Antarctica Resaerch Expedition 64th: JARE64) に同行者として参加し、ペネ
トレータに触れ、昭和基地付近で、地震波およびインフラサウンド (超低周波音)のデー
タ取得を行ったことがきっかけである。このうちインフラサウンドセンサは著者の所属
研究室が提供した。多種の着陸探査機をシステムとして完成させるには、多くの要素開
発を達成しなければならない。例えばローバのような車輪が必要な探査機であれば、車
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輪だけでも対象惑星の探査のために多くの技術要素を達成する必要がある。しかし、ペ
ネトレータは、一度システムを完成させ、搭載機器への技術ハードルを達成すれば、高
い拡張性から観測が容易に展開できるという利点がある。

1.2 目的

現在のペネトレータの観測システムには、1次電池を使用しており、短期間の観測の
みしか達成できていない。しかし、搭載する観測機器の要求によっては、長期間の観測
を行う必要が出てくる。この要求を現在のペネトレータは満たすことが出来ない。こ
のことから、本研究では、システム維持のための太陽光発電の可否を数値計算によっ
て判断し、ペネトレータの観測可能期間を定量的に評価することが目的である。数
値計算で観測可能期間の検討を行うのには、ペネトレータの設置方法に理由があり、
Unmanned-Placeに設置する都合上、日射量の観測を行うことが難しく、設置後に電池
交換などシステム維持のメンテナンスが出来ない。そのため、数値計算によって日射量
を定量的に示すことが必要である。本論文では、数値計算のために、理論構築を行い (2
章)、その結果を気象庁 [5] の観測値と比較し、月別日射量について比較した (3章)。そ
の後、昭和基地におけるペネトレータの太陽光パネルの有無による運用期間の検討を
行った。(4章)。

1.3 ペネトレータについて

ペネトレータとは、鉛筆形状をしたアルミニウムで構成されている容器である (図
1.1)。特筆すべき特徴は 1.1節で挙げた通りである。ここで、ペネトレータの歴史につい
て解説する。詳細については [6] が詳しいが、簡単にまとめると、もともと航空機によ
る爆撃を成功させるために使われてきた貫通、貫入爆弾の技術を利用して、爆薬の代わ
りに観測機器を搭載して観測を始めたことが始まりである。しかし、ペネトレータの利
用範囲は狭く、宇宙探査分野での探査機や地球においては石原ら [7]が行った火山の火
口付近での観測や南極で松島ら [8]が利用した実績にとどまっている。
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図 1.1 ペネトレータの使用例。南極で著者が触れた多くのペネトレータは、長さ 800
mm程度、最大直径 130 mm程度の大きさであった。図 1.1は南極 (JARE64)で実際に
使用したペネトレータであり、雪面に貫入している。
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第 2章 理論式の構築

本章では、観測点での日射量を求めるために理論式の構築を行う。太陽光発電は、太
陽による日射光を受け光電効果により発電する。簡単に発電のメカニズム (図 2.1)を示
す。太陽光パネルを構成している n型半導体にマイナスの電子が帯電しており、p型半
導体にプラスの正孔が形成されている。pn接合面領域は帯電し電界が生じており、ここ
に、太陽光が当たることにより、電子・正孔対が両側の面へに移動し、電位差が発生す
る。入射する日射量に応じて発生する起電力を外部回路に取り込めば、太陽光発電が可
能となるわけである。

図 2.1 太陽光発電メカニズム [9]

さて、本題に入るが、地上のある地点に入射している太陽の放射エネルギーを総称し
て日射量という。この日射量を求めるためには、天球座標における太陽の位置を把握す
る必要がある。太陽位置の把握のために、2.2節ではある日のある時刻における天球座
標での太陽位置を求める。その後 2.3節で光学厚み、天候の影響を受けた日射光がどの
ように減衰するかを示す。2.4節では、太陽光パネルの法線ベクトルと日射光ベクトル
の向きがどの程度一致しているかを確認するために、太陽光パネル法線ベクトルと日射
光ベクトルの内積をとった。さらに地面からの反射を加味するために、反射光のパラ
メータを導入した (2.4節)。最終的に太陽光パネルの発電効率 (2.6節)を考慮した発電量
を、地球の公転 (年)・自転 (日)で積分すれば、自転しながら好転する惑星上の任意の地
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点における一年間の日射量を算出することが可能となる。計算に使用したパラメータは
付録 Aに記載する表 A.1を確認されたい。

2.1 求めたい日射量の式

まず、初めに観測点に入射する日射量の関数を定義する (式 (2.1))。このとき、入力す
る変数として ω, t, θを定義した。ω は緯度、tは時角、δ は日赤緯 (太陽の赤緯)、θは太
陽光パネルの方位角、ϕは太陽光パネルの傾斜角、Poは太陽高度が 90度のときの光学厚
み、C は気象条件による損失係数である。

Jall = f(ω, t, δ, θ, ϕ, Po, C) (2.1)

つまり定義した式 (2.1)は、7つの変数で構成され、それぞれの変数が独立した値をもつ。

2.2 太陽位置

天球座標における太陽位置は太陽高度 h [°]と太陽方位角 A [°]から記述することが
出来る (図 2.2) [10]。

図 2.2 太陽位置の座標
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太陽高度 h [°]

太陽高度 h [°]は、図 2.2より、太陽の高さの度合い (仰俯角)を表す変数である。観
測点の緯度は ω [°]、日赤緯 δ [°]、時角 t [°]を用いると式 (2.2)が求まる [11]。なお、
観測点緯度 ω [°]は 60進法で表されている緯度経度を 10進緯度に変換している。

h = sin−1 (sin ω sin δ + cos ω cos δ cos t) (2.2)

ω [°]:赤道座標系における観測点の緯度
δ [°]:日赤緯
t [°]:時角

時角 t [°]

時角 tは太陽の方位を表した値である。南中時を t = 0°とし、時計回りを正とする。
このとき 24時間に時角 tの取り得る範囲は −180° ≤ t ≤ 180°である。
念のため、弧度法表記での時角 τ [rad]を示すと、このとき 24時間に τ の取り得る範

囲は、南中時を τ = 0とし、時計回りを正とすると、−π ≤ τ ≤ πである。このとき、1
時間あたり π

12 rad増減する。

t = 15(Tm − 12) + (Ω − Ω0) (2.3)

Tm [hour]:観測地点の標準時
Ω [°]:観測点経度
Ω0 [°]:標準時経度

δ [°]:日赤緯
日赤緯 δ は太陽位置の季節変動を表すパラメータである。δ = 0◦ のときは、春分、秋

分であり、夏至のときは δ = 23.4◦ となり、冬至のときは δ = −23.4◦ となる。夏至のと
きの太陽高度が 23.4◦を基準として、式 (2.4)で表せる [12]。

δ = 23.4 sin 0.9856(X − 80) (2.4)

X [日]:元旦からの起日
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図 2.3 時角 t [°]

太陽方位角 A [°]

太陽方位角 A [°]は、図 2.2より、太陽の方位を表す変数である [11]。

sin A = cos δ sin t

cos h
(2.5)

cos A = sin h sin ω − sin δ

cos h cos δ
(2.6)

太陽方位角は、式 (2.5)、式 (2.6) の符号について考慮する必要があり、正負の判定を
もって方位を確定しなければならない (図 2.4, 図 2.5)。

sin A > 0のとき

A = 90 − tan−1 cos A

sin A
(2.7)

sin A < 0のとき

A = −90 − tan−1 cos A

sin A
(2.8)
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図 2.4 太陽方位角Aの符号 (sinA)

図 2.5 太陽方位角Aの符号 (cosA)

2.3 大気減衰を受けた日射量の式

大気減衰を受けた日射量の式 (2.9) [11]は、法線面直達日射量 JD(式 (2.11)) [11]と水
平面の天空日射量 Js(式 (2.14)) [13] の水平面に入射した成分を定式化したものが式 (2.9)
である。式 (2.9)は、数値計算上で途中計算の確認が必要なため定式化を行った。

Jα = J0 · (P m + 1 − P m

1 − 1.4 · ln P
) · C (2.9)

Jα [W/m2] :観測点に入射する全天日射量
J0 [W/m2] :太陽定数 (地球公転軌道における日射量 = 1370W/m2)
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P [−] :大気透過率
m [−] :大気路程
C [−] :気象条件による損失

P [−]:大気透過率

大気透過率 P (Transparence)とは、大気上端の入射光量 I0に対する地上で得られる光
量 I の割合 I

I0
のことである (Lambert Beerの法則 [14])。この大気透過率 P があること

により、日射光が大気を通り抜けるときに日射が減衰する (2.10)。

I = I0e
−m·λ (2.10)

I [W/m2] :入射光量
I0 [W/m2] :太陽定数 (地球公転軌道における日射量 = 1370W/m2)
m[−] :大気路程
λ[−] :減衰率
このとき、Bouguerの式 [15]より地表に到達する法線面直達日射量 JD は、

JD = J0 · P m (2.11)

mは大気路程といい、太陽高度が低くなったときに大気の曲率が太陽光に影響し、太陽
光の通る経路が相対的に長くなる。このことから、大気路程mとは、天頂方向の大気の
柱 (気柱)の長さを 1として、太陽天頂角の気柱の相対的長さ (大気路程)を大気路程とい
う。大気路程は、Kasten [14]によって近似式で表される。

m = 1
sin h + 0.1500(h + 3.885)−1.253 (2.12)

鈴木らは、大気透過率 P を減衰率 λを用いて太陽高度に依存する関数として扱う必要が
あるとして、両対数グラフの縦軸に λ、横軸 sin h をとり観測値をプロットすると、約
1/3の傾きを有すことを示している [16]。この結果により、高度毎の太陽光の減衰を考
慮することが可能となった。したがって、高度毎の大気透過率 P は式 (2.13)のように表
される。

P = 1 − (1 − P0)
3
√

sin h (2.13)
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P0[−] :透過係数
また、水平面の天空日射量 Js [W/m2](散乱光による成分)は、Berlageの式 [13]から算

出できる。

Js = 1
2

· J0 · sin h · 1 − P m

1 − 1.4 · ln P
(2.14)

しかし、Berlageの式 (式 (2.14))は Rayleigh散乱は考慮されているが、粒子径の大き
い水蒸気やエアロゾルなどの散乱光モデルであるMie散乱が考慮されていない。そのた
め、永田はこの問題を解決するために Berlageの式 (式 (2.14)) を修正した永田の式を提
案した [17, 18]。

Jsn = J0 · sin h · (1 − P m)(0.66 − 0.32 sin h)(0.5 + (0.4 − 0.3P ) sin h) (2.15)

永田の式のほかに散乱光のモデルとして、直散分離によって得られる Erbsモデル [19]
や Perezモデル [20]などがあるが、これらはいずれも観測値を用いたり実装が困難で
あったりするため時別の太陽高度、大気透過率を参考とする永田の式を用いた。
結果として、水平面が受ける全天日射量 JN [W/m2]は式 (2.11)、式 (2.15)を組み合わ

せて、

JN = JD × sin h + Jsn (2.16)

となる。

C[−]：気象条件による損失

気象条件による日射量の減衰を仮定する。雲量によって天気が決定されるため戸田
ら [21]を参考に、減衰係数を次のように定義した。

CS :快晴のとき (雲量 0) = 1.0

CSN :晴れのとき (雲量 1 ∼ 2) = 0.9

CCS :薄雲のとき (雲量 3 ∼ 6) = 0.8

CC :曇りのとき (雲量 6 ∼ 8) = 0.6

CR :雨、雪のとき (雲量 8 ∼ 10) = 0.4

(2.17)
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2.4 観測点の太陽光パネルに入射する日射量の式

観測点の太陽光パネルに入射する日射量 Jβ は、太陽光パネルの法線ベクトルと日射光
ベクトルの向きがどの程度一致しているかを確認するために、内積をとることにより、
最大の日射量 ∼最小の日射量までを計算することができ、日射光と太陽光パネルの入射
角の制限も同時に確認することが可能な式である [11]。

Jβ = ((JD(cos Θt + R cos Θr)) + Jsn)C (2.18)

Jβ [W/m2] :太陽光パネルに照射される日射量の式
R [−] :地表面のアルベド
Θt [°] :太陽光パネルと入射する太陽光とのなす角
Θr [°] :太陽光パネルと反射する太陽光とのなす角

パネルのベクトル成分の表示
2.2節、2.3節により、太陽の位置や大気による日射量の減衰を確認することが出来た。

2.4節では、太陽光パネルの設置方向、傾斜角を考慮し、水平面以外に入射する日射量を
求める式を考える [11]。なお本論文での、太陽光パネルの傾斜角は水平面からの基準を
とるのではなく、天頂軸からを基準とした角度 (天頂角)で定義する。
まず、パネル各ベクトルの成分 (Nx, Ny, Nz) 図 2.6のように球面座標で考えることが

出来る。

図 2.6 太陽光パネルの球座標表示
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パネルのベクトル成分
パネルの法線ベクトルN を考えると各ベクトルの成分 (Nx, Ny, Nz)(図 2.7) と方位 θ

と勾配 ϕとの関係は

Nx = sin ϕ sin θ

Ny = sin ϕ cos θ

Nz = − cos ϕ

(2.19)

となる。図 2.7のベクトルの向きが数式と異なる点については、パネルの法線ベクトル
の正の向きを cos ϕ < 0としたからである。

図 2.7 太陽光パネルの球座標表示

日射のベクトル成分
次に日射のベクトルに関して考える (図 2.8)。日射については、入射光と反射光の 2

通りに関して求めればよい。
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図 2.8 太陽光の球座標表示

入射光の幾何定義
まずは入射光について考える。入射光の方向を図 2.9とすると、このとき入射光の単

位ベクトル St(Stx, Sty, Stz)は，太陽方位角 Aと太陽高度 hを用いると式 2.20のように
あらわせる。

図 2.9 入射光の球座標表示

Stx = sin A cos h

Sty = cos A cos h

Stz = − sin h

(2.20)
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反射光の幾何定義
反射光の導入については、青木ら [22]によると、太陽光パネルの半導体にもよるが、

A 地面からの反射光によって、最大で 2.2倍の発電量を確認したとの報告がある。この
結果は雪面がある南極地域では大きなアドバンテージとなる。ペネトレータは地面に貫
入するときに、垂直に貫入することが望ましいが、機体空力特性などにより、垂直に貫
入しないことが多い。そのため、反射の影響により、発電量が増えることが示されれば、
貫入角度が与える発電量への影響は大きいといえる。
さて、反射光の成分についての幾何解析を行うと、反射する成分は入射光をスネルの

法則によって、z軸で完全反射する場合を考えればよいので、図 2.10のように分解する
ことが出来る。

図 2.10 反射光の球座標表示

このとき反射光の単位ベクトル Sr(Srx, Sry, Srz)は，方位 Aと高度 hとの関係は，

Srx = sin A cos h

Sry = cos A cos h

Srz = sin h

(2.21)

となる。

2.5 太陽光パネルと入射光との内積関係

[11]ここまでで、入射光、反射光、太陽光パネル (法線)の 3次元ベクトルを知ること
が出来た。そのため、各合成ベクトルの内積関係を示すことにより、水平面への入射を
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考えることが可能となる。入射光と太陽光パネルとのなす角を Θt として、図 2.11のよ
うな状態を考えると、それぞれのベクトルが単位ベクトルであることから、

cos Θt = N · St

|N ||St|
= NxStx + NySty + NzStz (2.22)

となる。

図 2.11 太陽光パネルと入射光との内積

ここで、式 (2.19),(2.20)を代入し、式 (2.22) をすべて展開すると、

cos Θt = sin ϕ sin θ sin A cos h + sin ϕ cos θ cos A cos h − cos ϕ sin h (2.23)

となり、cos Θt で入力される変数は、緯度 ω、パネルの傾斜角 ϕと方位角 θであるとわ
かる。

太陽光パネルと反射光との内積関係
同様に、反射光とパネルとのなす角を Θr とすると (図 2.12)、

cos Θr = N · Sr

|N ||Sr|
= NxSrx + NySry + NzSrz (2.24)

となる。
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ここで、反射光がパネルに入射しない条件を考えると、3次元での角度条件を考慮す
る必要がある。そこで、パネルの方位と傾斜について内積をとると、(2.25)のとき、反
射光が入射しない条件となる。

cos Θr ≤ 0 (2.25)

となる。

図 2.12 太陽光パネルと反射光との内積

念のため、式 (2.24)をすべて展開すると、式 (2.19)、(2.21)を代入すると、

cos Θr = sin ϕ sin θ sin A cos h + sin ϕ cos θ cos A cos h + cos ϕ sin h (2.26)

と書き下せる。

2.6 太陽光パネルでの瞬間発電量の式

太陽光パネルに入射されたあとは、太陽光パネルでの効率 K[−]が存在する。そのた
め、瞬間発電量 Jγ は式 (2.27)のようになる。

Jγ = Jβ · K (2.27)
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Jγ [Wh/m2] :太陽光パネルでの発電量
K[−] :太陽光パネルでの発電効率

K[−]:太陽光パネルの発電効率

太陽光パネルに日射が入射した後の発電効率を考える。太陽光パネルでの発電効率
は [23]を用いた。

K = KH · KP · KB · KC (2.28)

KH :アレイ面入射量補正係数（傾斜面日射量基準）
KP :太陽電池変換効率補正係数
KB :蓄電池回路補正係数
KC :パワーコンディショナ回路補正係数

KH = KHD · KHS · KHC (2.29)

KHD :日射量年変動補正係数
KHS :日陰補正係数
KHC :入射光貢献度補正係数

KP = KP D · KP T · KP A · KP M (2.30)

KP D :経時変化補正係数（汚れ補正係数，劣化補正係数，分光応答変動補正係数，非
線形応答変動補正係数）
KP T :温度補正係数
KP A :アレイ回路補正係数
KP M :アレイ負荷整合補正係数

KB = (1 − γBA) · ηBD + γBA · ηBA (2.31)

γBA :蓄電池寄与率
ηBD :バイパスエネルギー効率（蓄電池を経由しないで通過する部分の回路効率）
ηBA :蓄電池充放電効率

KC = γDC · KDD + (1 − γDC) · KIN (2.32)
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γDC :直流負荷取出し率
KDD : DC/DC コンバータ回路補正係数
KIN :パワーコンディショナ回路補正係数（インバータエネルギー効率，交流線路エ
ネルギー伝送効率，補助電源回路エネルギー効率）

2.7 太陽光パネルでの発電量の式

最後に年間の発電量を求める (式 (2.33))。

Iα =
∫ 2π

0

∫ −π

π
Jγdtdδ (2.33)

Iα [Wh/m2] :年間発電量

2.8 太陽光パネルの搭載による観測期間

ここまで、太陽光パネルの発電量を求めるためにさまざまな数式展開を繰り返したが、
最も重要なのは観測期間をどれだけ長くできるかである。まず、太陽光パネルの面積
S [m2]は、式 (2.27)より 1 m2あたりの発電量が分かっているので、搭載したい太陽光パ
ネルの面積 S [m2]を乗ずることで、太陽光パネルの面積と 搭載太陽光パネルの発電量
(式 (2.34))が決定する。

Pgene = Jγ · S (2.34)

ここで、電力量の単位変換 ( [Wh] → [Ah]) を行うと観測システム入力電圧 Vsystem [V]で
割ればよいので、

igene = Pgene

Vsystem

(2.35)

次に観測期間 TObservation は、電源容量 BT [Ah]、観測システムの消費電力量
PLOSS [Ah]、太陽光パネルの発電量 igene [Ah]から、毎日の残電源容量 BTStock [Ah]を計
算することで、残電源容量が 0になったとき観測期間の終了とした。
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第 3章 観測期間の計算結果

2 章で述べた理論式をもとに Python による計算プログラムを作成して数値計算を
行った。まず、計算値と観測値との差を確認し、その後、昭和基地でペネトレータ観測
を行うと仮定し、角度と反射を考慮した日射量の計算を行った。最後にペネトレータの
観測の際に太陽光発電の有無による観測可能期間の計算を行った。

3.1 計算値と観測値との差

理論式があっているかを確認するために、観測値と比較した。まず、簡単のため水平
面での日射量を確認した。水平面で比較した理由は、気象庁の日射観測は水平に保たれ
る全天日射計 (図 3.1)を使用しているためである。

図 3.1 気象庁の全天日射計 [24]。半球状のガラスケースに水平面の熱電対計測器が取り
付けられており、黒い面と白い面との温度差を得ることで日射量を計測している。
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観測値は気象庁 [5] の 1991年 ∼2020年までの観測値の 30年平均のデータをもとに比
較を行った。ここで、地点に関してだが、理論式を見る通り緯度が重要なパラメータ
となる。緯度が 1度程度は変化していないと日射量に大きな変化が見れないため、比
較対象の地点として、札幌 (北緯 43◦3′6′′、東経 141◦19′7′′)、東京 (北緯 35◦41′5′′、東経
139◦45′0′′)、高知 (北緯 33◦34′0′′、東経 133◦33′1′′) を選んだ。本研究では南極地域の例は
昭和基地 (南緯 69◦0′25′′、東経 39◦35′1′′)をケーススタディとして計算を行う。それぞれ
計算条件は表 3.1の通りである。以降は気象条件による減衰係数 C は、気象庁 [5]の観
測データを確認し、式 (2.17)より、透過係数 P0は日本では村井 [11]、昭和基地では、石
井ら [25]をもとに係数を決定し、議論を進めていく。

表 3.1 計算対象地点のパラメータ
地点 C P

札幌 0.6 0.75

東京 0.6 0.75

高知 0.6 0.75

昭和基地 0.6 0.75

図 3.2 札幌の月別日射量 (計算値と平年値)。札幌の月別日射量は、縦軸月平均日
射量 [MJ/(Month · m2)]であり、横軸日付のグラフである。年間日射量の理論値は、
4569 MJ/(Year · m2)
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図 3.3 東京の月別日射量 (計算値と平年値)。東京の月別日射量は、縦軸月平均日
射量 [MJ/(Month · m2)]であり、横軸日付のグラフである。年間日射量の理論値は、
5043 MJ/(Year · m2)

図 3.4 高知の月別日射量 (計算値と平年値)。高知の月別日射量は、縦軸月平均日
射量 [MJ/(Month · m2)]であり、横軸日付のグラフである。年間日射量の理論値は、
5165 MJ/(Year · m2)であった。

図 3.5 昭和基地の月別日射量 (計算値と平年値)。昭和基地の月別日射量は、縦軸平均
日射量 [MJ/(Month · m2)]であり、横軸日付のグラフである。年間日射量の理論値は、
3465 MJ/(Year · m2)であった。
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札幌 (図 3.2) は平年値とおおむね同じ傾向を示していることが分かった。東京
(図 3.3)、高知 (図 3.3) では、おおむね平年値と同じであるが、6 月の日射量に約 100
MJ/(Month · m2) 差があることが分かった。昭和基地 (図 3.5)は、1月、10月 ∼12月で
平年値と計算値の差が大きいことが分かった。

3.2 昭和基地における角度と反射を考慮した日射量の変化

2.4節でも述べたが、南極では地面が雪で覆われているため太陽光発電において反射
光の影響は大きい (青木ら [22])。そのため、昭和基地における日射量の変化は、太陽光
パネル傾斜角 ϕ [rad]と反射係数 R[−] を考慮した数値計算の結果を示す。なお傾斜角
ϕ [rad] の角度変化は 15°刻みとし、方位は東 ∼北 ∼西 ∼南を 16方位刻みで変化させ
た。また、反射係数 Rは竹内ら [26]を参考に雪の反射係数を 0.9とした。

図 3.6 傾斜による日射量の変化グラフ (東∼北∼西)。図 3.6は、横軸パネル傾斜 ϕ[°]
縦軸日射量 J [MJ/(Year · m2)]で反射を考慮していないグラフある。東 ∼西までの 8方
位で日射量をみると、東、西向き 60◦のときもっとも日射量が多いことが分かる。
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図 3.7 傾斜による日射量の変化グラフ (西 ∼南 ∼東) 図 3.7は、横軸パネル傾斜 ϕ[°]
縦軸日射量 J [MJ/(Year · m2)]で反射を考慮していないグラフある。西∼南∼東までの
8方位刻みで日射量をみると、北向き 60◦のときもっとも日射量が多いことが分かる。

図 3.8 傾斜と反射を考慮した日射量の変化グラフ (東 ∼北 ∼西)。図 3.8は、横軸パネ
ル傾斜 ϕ[°] 縦軸日射量 J [MJ/(Year · m2)]で反射を考慮したグラフある。東 ∼北 ∼西
までの 8方位刻みで日射量をみると、東、西向き 90◦のときもっとも日射量が多いこと
が分かる。
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図 3.9 傾斜と反射を考慮した日射量の変化グラフ (西 ∼南 ∼東)。図 3.9は、横軸太陽
光パネルの傾斜 ϕ[°]、縦軸日射量のグラフである。傾斜パネルによる日射量の変化グラ
フ (西∼東)。北向き 90◦のときもっとも日射量が多いことが分かる。

角度変化の場合のみ (図 3.6, 3.7) で比較すると、北向き 60◦ のときが最大日射量
Jmax = 5546 MJ/(Year · m2) であり、最小日射量 Jmin は、南向き 90◦ のときであり、
Jmin1656 = MJ/(Year · m2)ことが分かった。反射ありの場合 (図 3.8, 3.9)で比較する
と、北向き 90◦ のときが最大日射量 Jmax = 8911 MJ/(Year · m2) であり、最小日射量
Jminは、南向き 45◦のときであり、Jmin = 2624 MJ/(Year · m2)ことが分かった。

3.3 昭和基地におけるペネトレータの運用期間

昭和基地における太陽光パネルの有無による観測可能期間の検討を行った (図 3.10)。
ペネトレータの内径は 90 mm程度なので、例えば、INR21700-50G(5000 mAh) [27]が少
なくとも 8本搭載できる。2並列で用いると、電源容量は最低でも 80 Ahとなるが、72
Ahで稼働させるものとした。また、消費電力はシステムを稼働させているモジュール単
体毎の消費電力の総和 (観測と無線通信に 1.23 Ah消費する) をとった。電源容量 72 Ah
の 2次電池を搭載しているペネトレータが、一日おきに消費電力 PLOSS = 1.23 Ah/Day
を消費すると仮定して計算した。平面に設置した場合と最大発電量が見込めるパネル傾
斜 ϕ = 90◦、方位北向きのときと比較した。
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図 3.10 電源容量-日付グラフ。図 3.10は横軸が日付、縦軸電源容量BTAh、第 2縦軸が
12時における太陽高度 h[°]のグラフである。青線は ϕ = 0°に 40 = m2の太陽光パネ
ルを設置したときの電源容量の推移、橙色の線が北向き ϕ = 90°に 4 = m2 太陽光パネ
ルを設置したときの電源容量の推移、灰色の線が 12時における太陽高度の推移である。

図 3.11 電源容量-日付グラフ。図 3.11は横軸が日付、縦軸電源容量 BT [Ah]のグラフ
である。このとき、パネル傾斜角は ϕ = 90◦ で固定し、青線は S = 4 m2、橙色の線が
S = 3 m2、灰色の線が S = 2 m2のときの電源容量の推移である。

図 3.10より、パネル傾斜角 ϕ = 90◦ で、方位北向きのときは、太陽光パネルの面積は
4 = m2であり、7月下旬に 1 Ahにまで電池容量が減少するものの、通年して観測できる
ことが分かった。一方で、ϕ = 0[°]の場合は、7月初旬には電池容量が尽きることが判
明した。さらに、パネル傾斜角 ϕ = 90◦ を固定し、太陽光パネルの面積を S = 4, 3, 2 m2

と変化させた (図 3.10)とき、S = 3 m2 は、7月下旬から 8月中旬にかけて電源容量が 0
Ahになっているが、10月ごろに電源容量が最大まで充電可能ということが分かった。
S = 2 m2 のときは、8月下旬までは電源容量が 0 Ahになっているが 9月ごろから充電
をはじめ 12月 31日の時点で、45 Ahまで充電できていることが確認できた。
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第 4章 吟味と検討

まず、理論式の妥当性を確認するために気象庁の観測データと理論式に差があること
について議論し、理論式の妥当性を吟味する。また、理論式によって導かれた最大日射
量をもととする太陽光パネルの面積の検討を行い、太陽光発電の有無による観測期間の
検討を行う。

4.1 計算値と観測値との差

東京、高知での月別日射量について吟味すると、6月の日射量の差が東京で、約 130
MJ/(Month · m2)、高知で、約 100 MJ/(Month · m2) の差がある。これは、梅雨の時期
に雲量が多くなり、日射が大きく遮られることに原因があると考えられる。気象庁の観
測値 [28, 29]を確認すると、6月の雲量は東京で 8.5、高知で 8.3であるため、気象条件
による減衰は C = 0.4となる。東京 (図 4.1)、高知 (図 4.2) における 6月のみの日射量
を再計算したところ、東京で補正前と比較して、約 80 MJ/(Month · m2)、高知で約 50
MJ/(Month · m2) の補正が確認できた。

図 4.1 東京の補正後の月別日射量 (計算値と観測値)。縦軸は月平均日射量
[MJ/(Month · m2)]であり、横軸は日付のグラフである。6月における気象条件による損
失係数 C[−]は戸田ら [21]を参考に C = 0.4した。
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図 4.2 高知の補正後の月別日射量 (計算値と観測値)。縦軸は月平均日射量
[MJ/(Month · m2)]であり、横軸は日付のグラフである。6月における気象条件による損
失係数 C[−]は戸田ら [21]を参考に C = 0.4とした。

ここで、年間の日射量について考える。理論値 Jcalculation と観測値 Jobservation との相
対誤差を式 (4.1)により計算すると、札幌は 1.4 %、東京は 8.9 %、高知は 0.9 %、昭和基
地は 12.3 %である (図 4.3)。実際には日々の気象変動があり、札幌や高知のように相対
誤差が 10 %以内であれば、気象条件による損失係数 C[−] の仮定が十分に適用可能と考
えられる。しかし、昭和基地のように相対誤差が 10 %以上であれば、気象条件による減
衰 C[−]に関する検討を行う必要がある。そのため、気象条件による減衰を補正行った
あと (昭和基地 P0 = 0.95、C = 0.7) の相対誤差 (図 4.4) を見てみると、札幌は 1.4 %、東
京は 4.5 %、高知は 4.6 %、昭和基地は 2.3 %となった。このことから、年間の日射量は
年間の平均雲量から計算は可能であるが、太陽光発電を考慮したとき、1日単位の発電
量が重要になる。それゆえに、地域特有の気候を把握した気象条件による損失を考える
必要ある。しかし、結果として、理論式の妥当性は保証されたといえる。

E = |Jobservation − Jcalculation|
Jobservation

· 100 (4.1)
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図 4.3 各地点における観測値と計算値との相対誤差。図 4.3は、縦軸相対誤差 E [%]で
あり、横軸地点のグラフである。札幌は 1.4 %、東京は 8.9 %、高知は 0.9 %、昭和基地は
12.3 %である。

図 4.4 各地点における観測値と計算値との相対誤差 (補正あり)。図 4.4は、縦軸相対誤
差 E [%]であり、横軸地点のグラフである。札幌は 1.4 %、東京は 4.5 %、高知は 4.6 %、
昭和基地は 2.3 %である。昭和基地における補正後の係数は P0 = 0.95、C = 0.7である。

4.2 観測期間の検討

理論式の妥当性が示せたため、観測期間について吟味することが可能になった。
観測期間の計算では、図 3.10では、条件を複数変化させたため、どの条件が観測期間
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に影響を与えているかが分かりづらい。このままでは、観測可能期間の検討が出来ない
ため、まず、消費電力の条件を再設定して計算する。消費電力 PLOSS は、1週間の内 6
日間は観測のみ電力を消費 (PLOSSobservation = 0.10 Ah/Day) して、1週間の内 1日通信
に電力を消費する条件 (PLOSScom = 1.23 Ah/Day) で再計算を行う。パネル傾斜角と方位
角は、著者らが南極ペネトレータの投下試験を行った際、ペネトレータの貫入角度はお
おむね 30°前後の振れ幅であった ( [30]) ため、パネルの傾斜角と方位は ϕ = 30◦北向き
、ϕ = 30◦西向き、ϕ = 30◦南向き として設定した。次に、パネル面積 S = 1.3 m2は変化
させず、電源容量を BT = 36, 72 Ahの 2通りで設定する、観測可能期間 (図 4.5、4.6)は
次の通りとなる。

図 4.5 電源容量-日付グラフ。横軸が日付、縦軸が電源容量 BT [Ah]のグラフである。
このとき、1週間の内 6日間は観測のみ電力を消費 (PLOSSobserve = 0.10 Ah/Day) して、
1週間の内 1日通信にも電力を消費する条件 (PLOSScom = 1.23 Ah/Day) で再計算を行っ
た。青色の線が ϕ = 30◦、北向きのときの電源容量の推移である。橙色の線が ϕ = 30◦

、南向きのときの電源容量の推移である。灰色の線が ϕ = 30◦、西向きのときの電源容
量の推移である。



30 第 4章　吟味と検討

図 4.6 電源容量-日付グラフ。図 4.6は横軸が日付、縦軸電源容量 BT [Ah]のグラフで
ある。このとき、1週間の内 6日間は観測のみ電力を消費 (PLOSSObserve = 0.10 Ah/Day)
して、1週間の内 1日通信に電力を消費する条件 (PLOSSCom = 1.23 Ah/Day) で再計算
を行った。青色の線が ϕ = 30◦、北向きのときの電源容量の推移である。橙色の線が
ϕ = 30◦、南向きのときの電源容量の推移である。灰色の線が ϕ = 30◦、西向きのとき
の電源容量の推移である。
最後に、観測可能日数にどのパラメータが一番影響を与えているかを検討を行うため

に、太陽光パネル面積 S、消費電力 PLOSS、電源容量 BT をパターン変化させたときの
観測可能日数の差を 8パターン (表 4.2 ∼ 表 4.9) に分類して、それぞれの観測可能日数
を確認した。このとき、傾斜角 ϕは 0◦、15◦、30◦で、方位は、北、西 (東と同じ)、南のみ
とした。また、消費電力のパターン (表 4.1)は 2つのパターン (A,B)を設定した (図 4.5、
4.6で使用した条件 (P LOSS A) と 2倍早く消費する条件 (P LOSS B)を設定した)。観
測日数は 1月 1日 (南極の夏)に観測を開始するとして、開始からの日数でカウントして
いる。水色で示している日数は通年しての観測が可能であり、赤色で示している日数は
電源容量が 0 Ahになった日までの日数である。

表 4.1 消費電力のパターン
P LOSS A [Ah] P LOSS B [Ah]

1日目 0.1 0.2

2日目 0.1 0.2

3日目 0.1 0.2

4日目 0.1 0.2

5日目 0.1 0.2

6日目 0.1 0.2

7日目 1.23 2.45
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観測日数の差について 8パターン (表 4.2 ∼ 表 4.9) の比較をしたとき、
面積変化について (表 4.2、4.4、4.6、4.8 に対して表 4.3、4.5、4.7、4.9 と比較したと

き)は、面積の影響は小さく太陽光パネルのサイズを大きくするだけでは、観測日数を
大幅に増やすことは出来ないことが言える。
消費電力の変化について (表 4.2、4.3、4.4、4.5 に対して表 4.6、4.7、4.8、4.9 と比較

したとき)は、観測日数に大きな変化がみられる。例えば、表 4.2と表 4.6 を比較する
と、表 4.2では 6パターンでは通年での観測が可能であるが、表 4.6では、9パターンす
べてで観測が中断してしまうことが分かる。
電源容量を変化させた場合は、(表 4.2、4.3 に対して、4.4、4.5 を比較し、表 4.6、4.7

に対して、4.8、4.9 を比較したとき)は、観測日数に多少の変化がみられる。例えば、表
4.9と表 4.7 を比較すると、表 4.7では 1パターンのみ通年での観測できるが、表 4.9で
は、6パターンで通年で観測可能となる。観測可能期間の検討を行ったところ、観測期
間を長くするには、消費電力を抑えることが最もよい影響を与えることが示唆された。
しかし、パネル面積が大きい場合は、電源容量を大きくすることでパネル傾斜角の依存
性を減らすことが可能であると考えられる。補足として、表 4.7のようにパネル傾斜角
がついているにも関わらず観測日数が増加しているのは、反射光の成分が考慮されてい
るからである。
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表 4.2 観測パターンA

ϕ

θ
N W S

S = 1.3
P LOSS A
BT = 36

0 365 365 365
15 365 365 224
30 365 365 206

表 4.3 観測パターン B

ϕ

θ
N W S

S = 2.6
P LOSS A
BT = 36

0 365 365 365
15 365 365 225
30 365 365 211

表 4.4 観測パターン C

ϕ

θ
N W S

S = 1.3
P LOSS A
BT = 72

0 365 365 365
15 365 365 365
30 365 365 365

表 4.5 観測パターンD

ϕ

θ
N W S

S = 2.6
P LOSS A
BT = 72

0 365 365 365
15 365 365 224
30 365 365 206

表 4.6 観測パターン E

ϕ

θ
N W S

S = 1.3
P LOSS B
BT = 36

0 154 154 154
15 183 159 135
30 208 168 119

表 4.7 観測パターン F

ϕ

θ
N W S

S = 2.6
P LOSS B
BT = 36

0 176 176 176
15 216 180 147
30 365 189 129

表 4.8 観測パターンG

ϕ

θ
N W S

S = 1.3
P LOSS B
BT = 72

0 232 232 232
15 365 240 207
30 365 264 196

表 4.9 観測パターンH

ϕ

θ
N W S

S = 2.6
P LOSS B
BT = 72

0 365 365 365
15 365 365 224
30 365 365 208
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5.1 結論

本研究では、ペネトレータ観測システムを維持するために日射量の算出から観測期間
の検討までを行った。まず、日射量の理論式については、日本と南極での気象庁の観測
値をもとに本研究での理論式と比較した結果、年間の日射量については妥当性が取れて
いると考えられる。しかし、太陽光発電では、1日単位、さらにいうと 1時間単位での
日射量を正確に予測する必要がある。そのため、気象条件による減衰 C に関しては、さ
らに多くのパラメータ (例えば、風速や雲画像など)を考慮する必要があることが分かっ
た。観測期間に関しては、南極地域特に、昭和基地でペネトレータ観測を行うと仮定し
たとき、太陽光パネル面積、消費電力、電源容量の 3つのパラメータを変化させたとき
の観測日数の差を確認したところ (表 4.2 ∼ 表 4.9) 消費電力による電池容量の消費が一
番影響を与えることが示唆された。また、電源容量に関しては、パネル傾斜角と方位角
の依存性を抑えることが示唆された。ペネトレータの観測システム上、電源容量の増設
や太陽光パネルを大きくすることは、衝撃試験や重さ、サイズによる制限などの様々な
問題を解決させる必要があるため、容易に搭載・変更することは出来ない。一方で、消
費電力に関しては、ソフトウェア側からの変更することが容易である。本研究における
観測期間の検討結果が、今後のペネトレータを使用した観測において観測システムへの
一助となれば幸いである。以上ことから本研究での目的である、南極地域におけるペネ
トレータ観測システム維持のための太陽光発電の可否を数値計算によって判断し、ペネ
トレータの観測期間の検討を行うことができた。

5.2 今後の展望

著者は博士課程に進学予定であり、今後もペネトレータ利用した研究を継続するつも
りである。特にアフターボディ方式のペネトレータ開発を主軸に研究を進める予定であ
る。アフターボディ方式とは、観測機器を搭載している「Forebody」と電源系やアンテ
ナを搭載している「Afterbody」でペネトレータが構成されている (図 5.1)。アフターボ
ディ方式は太陽光パネルを搭載するには最適な貫入方式と考えられるため、本研究で得
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られた結果を生かせる。そのため、本研究で検討を行った観測期間に関して、消費電力、
観測点での発電量、太陽光パネルのサイズをシステムの入力としたアフターボディ方式
のペネトレータの研究を行う予定である。

図 5.1 アフターボディ方式による貫入方式。地中には観測機器を搭載している
「Forebody」が貫入しており、電源系やアンテナを搭載している「Afterbody」が地上に
設置される貫入方式である。
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付録 A 係数表

係数表

計算に使用する予定の係数は表 A.1の通りである。

表A.1 係数表
透過係数 P0

P日本 = 0.75 P昭和基地 = 0.95

気象条件による減衰 C

CS = 1.0 CSN = 0.9 CCS = 0.8 CC = 0.6

CR = 0.4

太陽光パネルの減衰K

KHD = 0.97 KHS = 1.00 KHC = 1.00

KP D = 0.95 KP T = 0.97 KP A = 0.97 KP M = 0.94

γBA = 0.80 ηBD = 1.0 ηBA = 0.83

γDC = ELDC/EPA KDD = 0.5 KIN = 0.90

地面の反射係数 R

Rconifers = 0.5 Rbroadleaf = 0.5 Rglass = 0.5 Rconcrete = 0.38

Rsand = 0.3 Rsilt = 0.15 Rclay = 0.2 Rdryclay = 0.2

Rasphalt = 0.1 Rwater = 0.05 Rsnow = 0.9

ペネトレータ諸元
BT = 72 Ah PLOSS = 1.225 Ah/Day Vsystem = 12 V
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